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3 特許審査用外国特許文献検索システム環境の向上 

3.1 目的および概要 

特許審査官は出願された特許の審査にあたり、それが世界的に公知公用でないことを確認

することが求められる（特許法 14 条）。このため、特許審査官は国内特許だけでなく外国特

許にあたり新規性を損なう特許がすでに登録されていないかどうかを調査している。特許審

査作業の負担は出願件数の増加にともない年々増加してきており、その軽減を図ることは特

許制度上国際的な課題の一つである。マレイシアの場合も現在審査の対象となっている案件

は 1996 年出願のものである。本件は、こうした特許審査時に審査官が行う外国特許文献検索

環境の向上により審査の効率化を図ることを目的とするものである
1
。 

 

上記の外国特許参照のために利用されているのが特許文献検索システム MIMOSA である
2
。

MIMOSA での検索に使用される Index CD あるいは DVD、特許全文を収録した CD は欧州、

米国
3
、日本

4
の三極特許庁より提供されている。 

現在、MIMOSAについては Index部分が各審査官の PCに蓄積されており、審査官は自分の

ターミナルからこれを検索することができる。しかしながら、本文を参照したい場合には検

索室にある本文 CD-ROM を探し出し、それを検索室に 2 台あるワークステーションまたは審

査官個々に配置されている自分用の PC に搭載して参照する。このため、参照の必要な特許が

掲載されている CD-ROM を約 4,000 枚ある中から探し出し、それをそれぞれの CD ドライブ

に載せて使用することになる。また、他の審査官がその CD-ROM を使っている場合には終わ

るまで待つ必要がある
5
。 

こうした審査のための特許文献検索操作の煩雑さ解消が本件の具体的な目的である。 

以下、3.2.1 では審査業務の運用状況について述べ、特許文献検索の審査業務における位置

づけを分析する。3.2.2 では、IPD が利用している特許文献提供メディアと検索のためのソフ

                                                        
1
    審査官による外国特許文献の参照は基本的に欧州特許、PCT 出願、米国特許について行われる。日本の特許
については、それがマレイシアで出願される場合はほぼ確実に先述のいずれかにすでに出願されているので、
これらを参照すれば確認できるということで直接は参照されていない。ただし、日本の特許に含まれる図面等
を参照するために Web ベースでの全文への検索は行われている。また、日本の特許の場合、抄録は英語に翻訳
されているが、全文は日本語のままなので参照できないためでもある。 

2
    米国特許の検索には PATENTS BIBというソフトを使用している。 

3
    米国特許の全文は民間のMicro Patent社より有料で提供されている。 

4
    日本の特許全文を収録した CDは提供されていない。 

5
    米国特許の場合、Index 検索には MIMOSA は使われていないが、本文検索と同様に CD-ROM の載せ替え操作
が必要になる。 
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トウェアについて述べる。 

 

3.2 現行業務実態 

3.2.1 特許審査運用の現状 

3.2.1.1 審査体制と業務量 

(1) Patent Unitの人員構成と審査体制 

Patent Unitでの審査官の構成と業務担当は次のとおりである。 

1) Formality Sub-unit ---合計 6人 

2) Search and Examination Sub-unit --- 合計 22人 

a)  Engineering --- 計 12名 

Head 1 

Civil Engineering 2 

Mechanical Engineering 4 

Electrical Engineering 4 

Computer Engineering 1 

b) Applied Science --- 計 10名 

Head 1 

Biology/ Biotechnology 3 

Chemistry 6 

 

なお、Search and Examination Sub-unit が 22 人体制となったのは 2002 年からであり、2001

年までは 12人 (うち 2名は管理職ゆえ審査業務実働は 10名) 体制であった。 

 

(2) Patent Unitの業務量 

マレイシア国における特許・実用新案出願件数と特許登録件数の推移は以下のとおりであ

る。 

 

1996年から 97年以降にかけての年間登録件数が大幅に減少している。その原因は、一部出

年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002-June

出願件数 4,177 5,575 6,456 5,963 5,835 6,227 5,934 2,480

登録件数 1,753 1,801 787 566 721 405 1,485 693
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願の審査業務を SIRIM に委託していたのを 96 年で中止したこと、97 年までの数年間 EPO か

ら派遣され実務判断上のアドバイスを行っていた審査アドバイザーが派遣が終了したこと等

による。なお、SIRIM への審査業務委託は打ち切ったものの、SIRIM は審査処理未了の出願

をまだ約 100件残している。 

Search and Examination Sub-unitでの実体審査業務はかなり遅延を生じており、着手期間等の

正確な統計はないが、未だ 96 年出願が主な審査処理対象というのが実態である。現時点での

実際の審査処理負荷としては、審査請求なしに取り下げとなる出願が約 10%あるため、Search 

and Examination Sub-unit 全体で約 4,000 件／年 (審査請求なしに、実体的審査に付されない

10%程度の出願まで含めると 4,500～5,000件) であり、実務担当審査官 (計 20 名) 1 人あたり

では 150～200件／年である。 

 

3.2.1.2 実体的審査業務の現状 

(1) 実体的審査業務 

マレイシア国特許制度では修正実体審査請求制度を採用した（1995 年 8 月施行）結果、い

くつかの異なる審査パターンで実体審査が行われることとなった。そのパターンと、おおよ

その出願の割合は以下のとおりである。 

1) 実体審査 (SE) 請求 80% 

2) 修正実体審査 (MSE) 請求 10% 

3) 審査請求なし (取り下げ) 10% 

 

(2) 実体審査 (SE) 請求処理業務の実務内容 

実体審査 (SE) 請求処理手順 

実体審査では、その請求があったとき、外国（英国、米国、欧州、オーストラリア）での

対応特許出願の審査状況の報告を受け、サーチレポートまたは付与特許があり、出願人が当

該対応外国特許とクレームを一致させることに同意した場合は、その対応特許での審査結果

（新規性・進歩性判断）を基本的に受け入れる。この場合 Search and Examination Sub-unitで

は独自のサーチや判断を行わずに審査を完了できる。対応外国特許の存在については、審査

官が独自にインターネットを検索して摘出し、出願人に報告を促す場合もあり、このケース

を Enhanced Examinationと称することもある。審査処理内容としては大差ないため、ここでは

区別せずに一括して扱う。 

サーチレポートまたは付与特許があった場合でも、出願人が異なるクレームとすることを

選択 (出願人の任意) した場合、もしくはサーチレポートまたは付与特許が存在しない場合、

Search and Examination Sub-unitは独自のサーチ、独自の判断（審査）を行うことになる。従っ
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て、実体審査での審査処理パターンは次の 5 通りの状況に分かれることになる。A) 対応特許

付与・サーチレポートなし、B) 対応特許付与ありかつクレーム一致、C) 対応特許付与あり

かつクレーム相違、D) 対応特許サーチレポートありかつクレーム一致、E) 対応特許サーチ

レポートあるがクレーム相違。これら状況別に、審査処理の具体的内容を次に説明する。 

 

A) 対応特許付与・サーチレポートなしの場合 

外国（英国、米国、欧州、オーストラリア）での対応特許出願がない場合や、あってもサ

ーチレポートまたは付与特許がない場合が該当する。全出願の約 30%がこの範疇に該当す

る。この場合、Search and Examination Sub-unitでは先行技術サーチや特許性の判断を含め、

独自に審査を行う必要がある。韓国、台湾、中国等からの出願の多くが、この範疇に該当す

る。日本からの出願の一部も該当し、またドイツ、フランス等のナショナル出願の相当部分

がこの範疇に入る。タイ、インドネシアなどの近隣諸国からの出願も、総数はわずかである

が、この範疇に入るものが大半である。また、米国からの出願でも、対応出願が米国のみし

かなく、米国出願が放棄または未成立のために、この範疇に入ってしまう出願もある。正確

な統計はないが、これらすべてを合わせると、総件数の約 30%が該当しているのが現状で

ある。 

この範疇に入り、Search and Examination Sub-unitで先行技術サーチや特許性の判断を含む

独自の審査を行う場合、その標準的な手順、作業内容と負担は以下のとおりである。 

 

1) 着手 

手持ちファイルから着手対象案件を選択する。特別の事情等がなければ、出願番号を見

て古い出願から選択する。なお、各審査官には、Formality Sub-unitから、方式審査を終了

した審査待ち出願ファイルが各月ごとに 20～30 件／人配布される。着手時に、方式要件

もチェックし、不備を見出したときは、Formality Sub-unitに差し戻すことなく、Objection

を起案することが多い。一部書類 (ex Form 17) については、特許付与までに提出すれば

よいものもあり、審査促進の便宜上そのように扱っている。また、着手の段階で予備的に

出願人に指定外国での対応特許出願の有無や、審査状況の確認等も行う。対応特許出願情

報は、審査請求時の出願人からの情報通知が原則であるが、審査着手時期とのズレなどで、

審査官 esp@ce 等で独自にチェックして、出願人に注意を喚起することもある。本ケース

A) では、有用な対応外国特許情報が存在しない場合であり、平均すれば 1 件あたりの所

要時間は僅少。 
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2) 出願内容のレビュー 

クレームおよび明細書を検討し、特に独立クレームの相互関係を分析し、サーチ戦略を

練る。審査官により準備作業は異なるが、独立クレームのクレーム・チャートまで作る審

査官が多い模様。所要時間は、分野、内容次第で大きく変わるが、通常で 1日程度。 

 

3) MIMOSA-esp@ceサーチ 

MIMOSAにより、DVD収録の EPO出願 (1978年以降全件) および PCT出願の Abstract

からキーワード検索により、関連公知例を摘出する。検索項目としては、分類、出願人、

出願日等の書誌事項も可能である。摘出した一次候補の Abstract を含む公報先頭ページの

表示は、esp@ce（IV-3.2.2 参照）に連動して、インターネット経由でアクセスして行う。

詳細検討が必要な候補を画面表示で確認・決定の上、フルテキストを対応の CD-ROM を

取り出してプリントアウトする。esp@ce インターネット経由でアクセスした場合、全文

テキスト情報の取得が可能であるが、現状では 1ページずつのダウンロード、プリントア

ウトしかできず、全文プリント入手に時間と手間を要する。その結果、ページ数の多い公

報について、CD-ROM を利用する頻度が高くなっている。所要時間は、分野、内容次第

で大きく変わるが、通常で 1日程度。 

 

4) USPサーチ 

USP の Index (Abstract) CD-ROM を使用し、主にキーワード検索により、関連公知例を

摘出する。摘出した一次候補のフルテキストの表示は、全文を収録した対応の CD-ROM

を取り出し、端末に表示し、関連性を確認した必要な特許のみをプリントアウトする。所

要時間は、分野、内容次第で大きく変わるが、通常で 3時間程度。 

 

5) 他国の特許サーチ 

その他の国の特許については、通常サーチを個別に実施することはない。日本出願につ

いても、esp@ce-WO (PCT) でヒットする場合を除いて、個別のサーチは行わない。JPO-

IPDL の検索と機械翻訳サービスは知らなかった模様で、これまでは全く使用していなか

ったが、非常に有用なサービスであることを理解した模様。ただし esp@ce も含め、イン

ターネットへの依存は、サービスの保証がないだけに警戒している。 

 

6) 摘出公知例の詳細調査 

摘出公知例の詳細を検討し、関連性の分析を行う。先に分析したクレーム (チャート) 

と突き合わせチェックを行う。拒絶 (Objection) を出すときは、摘出した関連先行技術を
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欧州式のサーチレポートのスタイルで結果をまとめ、添付することが必須である。所要時

間は、分野、内容、摘出公知例件数次第で大きく変わるが、通常で 1日程度。 

 

7) マレイシア国先願のサーチ 

マレイシア国先願の特許・実用新案の範囲で新規性を確認するサーチを行い、同一先願

がないことを確認している。サーチは、VSS を使用し、審査官席備え付けの端末 (PC) で

発明（考案）の名称をキーワード検索する。現在、格納しているマレイシア国出願の件数

は、5 万 7,203 件である。ヒットした候補は先願番号等の書誌事項しか表示できないので、

内容の確認には、現物ファイルを参照して同一性（新規性）をチェックする。同一先願を

発見するケースは稀である。サーチと現物ファイルの確認に要する所要時間は、平均すれ

ば 2時間程度。必ずしも、他国特許情報のサーチの後に実施するとは限らず、状況次第で

順番は変える。通常は、関連性の高い先行技術が発見されず、新規性・進歩性の面で一応

の特許性が推定された後に行う。同一先願を発見した場合は、先願が特許付与未了の場合、

拒絶根拠として使えないので、先願特許の審査を優先する。先願特許が特許付与済みの場

合は、Objectionの起案（下記）に進む。 

 

8) 特許適格のチェック 

特許主題の適格性はマレイシア国では狭く、欧州基準に準拠しているので、ビジネスモ

デルクレームなどは排除する必要があり、その検討を行う。問題のある出願は相対的には

僅かなので、1件あたりの所要時間は、平均すれば僅少。 

 

9) Objectionの起案 

新規性・進歩性に疑義を生じる公知例があると判断したときは、Objection の起案を行

う。Objection の理由を書き上げることが主な処理内容であるが、所要時間は通常で 2 時

間程度。 

なお、起案した Objection については、Formality Sub-unit が 3 回／月回収し、出願人に

対し発送する。 

 

10) 意見書／補正書の検討 

出願人から意見書／補正書の提出があったとき、これを検討する。クレーム補正があれ

ば分析のやり直しになり、また、補足的にサーチが必要になる。順当に補正限定がなされ、

新規性・進歩性が確認できれば、許可のため、クリアレポートを作成し、Formality Sub-

unit に回送する。応答によっても新規性・進歩性がないと判断される場合、拒絶査定 
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(Notice of Refusal) を発行する。これに対しては Hearingの請求、更になお不服の場合、高

等法院への控訴が可能である。 

クリアレポート作成までの所要時間は、出願人とのコミュニケーションの巧拙次第で大

きく変わるが、通常で 1日程度。クリアレポート作成により、実体審査は完了する。 

 

以上、平均的なケースで、Search and Examination Sub-unitが実体的要件についてフルに審

査を行う場合、1)～10) の全工程の合計で約 5 日間／件の所要日数の処理業務となっている。 

 

B) 対応特許付与ありかつクレーム一致の場合 

所定の外国（英国、米国、欧州、オーストラリア）での対応特許出願があり、特許がすで

に付与されていて、出願人がそれら許可済の特許クレームと同一 (またはより狭い) クレー

ムとすることに同意するケースである。上記外国特許付与のあるケースが、全体の約 25%

程度を占め、またクレームを一致 (または狭く) させることに同意するケースと同意しない

ケースとでは、約 7:3 程度で前者が多い。従って、この範疇に該当するケースは、総出願数

の 18%程度と評価できる。 

この場合、Search and Examination Sub-unitでは、EP、WP (PCT)、USPについて独自のサ

ーチや判断を基本的に行わずに審査を完了できる。ただし、追加の審査事項として、マレイ

シア国先願の特許・実用新案の範囲で新規性を確認するサーチを行い、同一先願がないこと

を確認している。また、特許主題の適格性を確認する審査を追加的に行っている。特に拒絶

すべき理由を発見できないときは、クリアレポートを作成して審査を完了する。これらの検

討と必要な処理に要する時間は、半日／件程度である。 

 

C) 対応特許付与ありかつクレーム相違の場合 

所定の外国（英国、米国、欧州、オーストラリア）での対応特許出願があり、特許がすで

に付与されているが、出願人がそれら許可済の特許クレームと同一 (またはより狭い) クレ

ームとすることに同意しないケースである。この範疇に該当するケースは、総出願数の 8%

程度と評価できる。 

この場合、A) の場合と、ほぼ同じ分析、サーチ、摘出公知例の検討と処置が必要になる。

ただし、対応外国特許でのサーチレポートや米国特許引用例を参照できるので、独自サーチ

の参考にできて審査処理の短縮につながる面がある。逆に米国特許の審査経過入手は事実上

困難なので、米国特許先頭ページの個数の引用先行技術公報を全部参照する必要を生じ、手

間が増える場合もある。従って、対応外国特許の存在が IPD での審査の効率化には功罪相

半ばの面があり、平均では A) ケースと同様 5 日／件の処理所要日数を要すると評価できる。 



IV - 3 - 8 

 

D) 対応特許サーチレポートありかつクレーム一致 

所定の外国（英国、米国、欧州、オーストラリア）での対応特許出願があり、審査請求時

には対応外国特許未成立であるが、サーチレポートが入手利用可能なものが全体の 25%程

度該当する。そのうち、出願当初の共通のクレームがサーチレポートのベースとなっている

ケースがこの範疇であり、クレームが共通のものと、初めから異なるものとの比率は 10:1

位である。従いこの範疇のケースは全体の 23%程度である。 

この場合 Search and Examination Sub-unitでは、EP、WO (PCT)、USPについて独自のサー

チは行わない。摘出公知例の関連性判定も、独自には行わず、サーチレポート発行機関の判

定を採用する。判定結果により、Search and Examination Sub-unitの対応審査パターンは以下

のように分岐する。 

 

D-1) カテゴリーAのみの場合 

指定外国での対応特許出願でサーチレポートが発行されており、引用先行技術がカテゴ

リーA か、それ以下の関連性でしかないケースである。ケース D のなかでは約半分 

(50%) が該当する。従い D-1ケースは全体の約 12%を占める。 

この場合、新たなサーチは実施せずに、一応（Prime Facie）の特許性が確認されたもの

として扱う。マレイシア国先願の特許・実用新案の範囲で新規性を確認する審査、また、

特許主題の適格性の審査は行う。実体面の検討後、クリアレポートまたは Adverse Report

を作成し、Formality Sub-unit に回送 (回収) して審査処理を終了する。必要な処理に要す

る時間は、半日／件程度である。 

 

D-2) カテゴリーX、Y の公知例が引用されているが、結局対応外国特許と一致させるケ

ース 

指定外国の対応特許出願でカテゴリーX、Y の公知例が引用されているが、結局指定外

国での特許付与が先行し、出願人が対応他国特許の成立クレームと同一クレームにするこ

とに同意するケースがこの D-2 の範疇である。カテゴリーX、Y の引用例があるケースが

ケース D のうちの約半数 (50%) で、そのうち結局外国付与特許の許可クレームと一致さ

せることになる D-2ケースと、それ以外のケースとの比率は 6:4程度である。従って、D-

2ケースは全体の約 7%を占める。 

この場合、対応外国特許付与の情報を得るまでの期間、過程がまちまちのため、所要時

間の評価は困難であるが、その間に Search and Formality Sub-unitで要した処理作業は結局

非必須なものと言えるため、ここではゼロ評価の扱いとする。すると、所要作業は結局 B
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項と同等で、基本的に許可の方向とし、追加の審査事項として、マレイシア国先願の特

許・実用新案の範囲で新規性を確認するサーチを行い、同一先願がないことを確認し、ま

た、特許主題の適格性の審査を追加的に行う。実体面の検討の後、クリアレポートまたは

Adverse reportを作成し、Formality Sub-unitに回送 (回収) して審査処理を終了する。必要

な時間は、半日／件程度である。 

 

D-3) カテゴリーX、Yの公知例が引用され、独自の審査が必要なケース 

指定外国でのサーチレポートでカテゴリーX、Y の公知例が引用され、対応外国特許が

成立していないか、または成立している対応外国特許のクレームとは異なるクレームへの

補正を出願人が望んだ場合、Search and Examination Sub-unitでは独自の審査が必要になる。

この D-3ケースは全体の約 5%を占める。 

このようなケースは出願人がクレーム補正をした場合、原則としてサーチレポートに引

用された公知例の範囲で、新規性・進歩性の判断を行うことになる。追加のサーチは原則

として行わない。マレイシア国先願の特許・実用新案の範囲で新規性を確認する審査、ま

た、特許主題の適格性の審査は行う。実体面の検討後、クリアレポートまたは Adverse 

report を作成し、Formality Sub-unit に回送 (回収) して審査処理を終了する。必要な処理

に要する時間は独自のサーチを原則として行わない分 A 項と比べて 1 日程度処理工数の

短縮が可能であり、所要は 4日／件程度である。 

 

E) 対応特許サーチレポートありかつクレームが初めから相違する場合 

指定外国でのサーチレポートが存在するが、その前提となるクレームとは異なるスコープ

のクレームを出願人がマレイシア出願に含めてくるケースである。対象クレームが相違する

ので、事実上サーチレポートを審査に利用できない。サーチレポートが利用可能なケース中、

約 10%が該当する。従って、全出願数に占めるこの D-3ケースの割合は、約 3%である。 

この場合、A のケースと、実質的に同じ分析、サーチ、摘出公知例の検討と処置が必要に

なる。従って、平均で 5日／件の処理所要日数を要する。 

 

(3) 修正実体審査 (MSE) 請求処理業務の実務内容 

修正実体審査 (MSE) 処理手順 

修正実体審査 (MSE) 請求の場合、出願人は外国（英国、米国、欧州、オーストラリア）で

の対応特許の付与と、当該付与特許とクレームを一致させることを条件として、マレイシア

国での特許付与を得られる。4 カ国中、複数国での特許付与があったときは、出願人の選択に

より、任意の国の付与を選択して通知して、当該国の許可クレームに合わせることで、マレ
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イシア国での特許付与を得ることができる。国ごとに許可クレームに広狭があっても、恣意

的選択のゆえに無効となることはない。Prima Facie での有効性の推定を尊重する。MSE は現

状では全体の 10%程度の利用に止まっている。 

対応外国特許との一致を確認した後、追加の審査事項として、マレイシア国先願の特許・

実用新案の範囲で新規性を確認するサーチを行い、同一先願がないことを確認し、また、特

許主題の適格性の審査を追加的に行っている。実体面の検討の後、クリアレポートまたは

Adverse reportを作成し、Formality Sub-unitに回送 (回収) して審査処理を終了する。必要な処

理に要する時間は、半日／件程度である。 

 

3.2.1.3 実体的審査業務（実体審査 (SE)、修正実体審査 (MSE)）の負荷のまとめ 

まとめ (出願件数／年を 5,000件／年とする) 

 

 

3.2.1.4 審査負荷と処理能力／処理リソースから見た現状と問題点 

(1) 現状 

現状での実体的審査負荷に対し、Search and Examination Sub-unitの審査能力は、現状の審査

処理方法を維持する限り、明らかに不足している。現状の 20 人体制では、上記審査負荷は、

1 人あたりで年間 621日間相当である。2003年予定の公社化にともない 50人体制に拡充の予

定であるが、それでも 1人あたり年間 248.5日間相当であり、なお処理能力は不足する。 

処理件数統計の詳細データは入手不可能であるが、登録件数推移および担当審査官の見解

から判断する限り、修正実体審査制度の採用 (1995 年 8 月施行) が、処理件数 (効率) 増加に

貢献している。2001 年の登録件数の急増は、1995～96 年の出願のうち修正実体審査請求のあ

ったものを審査した結果が登録件数の増加に貢献していると審査官も自認している。利用度

審査内容 ケース
対応
外国特許

SR クレーム一致
割合

(%)
負荷

(日／件)
年当たり全負荷

(日・人)

A 無 無 - 30 5.0 7,500
B 有 - Yes 18 0.5 450
C 有 - No 8 5.0 2,000

実体審査 D-1 無 A only Yes 12 0.5 300
D-2 (後日発見) X, Y Yes 7 0.5 175
D-3 無 X, Y No (補正で) 5 4.0 1,000
E 無 有 No (初めから) 3 5.0 750

修正実体審査 有 Yes 10 0.5 250
請求なし - - - 10 0.0 0
負荷合計 12,425
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は僅か 10%程度でも、登録件数への貢献割合は大であり、逆に実体審査の負担が重いことを

物語っている。なお、審査官定員の大幅増加は 2002年 (2001年実質 10名→2002年 20名) で

あり、2001年の登録件数増加には貢献していない。 

 

(2) 主要な問題 

しかし、修正実体審査請求は、出願から最大の延長をしても 4 年以内に対応外国意匠登録

出願特許の登録まで至らなければ見なし取り下げとなるリスクのために、全体の 10%程度し

か利用されず、処理負荷上の決定的な軽減にまでは寄与していない。 

実体的審査での、負担面での最大のファクターは、Search and Examination Sub-unit独自のグ

ローバルなサーチと独自の新規性・進歩性判断を行うプロセスにある。そのなかでも、業務

負荷として支配的に大きいのは、対象出願発明とクレームの分析、特許性 (新規性・進歩性) 

の判断、その結果のクリアレポートの作成など実体的事項の分析・検討の部分である。少な

くとも現状では、サーチ速度の問題は、実体的審査業務の負荷の中心問題ではない。 

 

(3) サーチ環境の問題と改善方向 

現状での公知例サーチ環境では、対象が主に EP、WO、USP に限られ、キーワード・サー

チの対象が Abstract に制限される問題がある。また、インターネットでの Web-Site アクセス

を併用しているため、アクセススピードが遅い点とサービス・稼動の保証がない点で難があ

る。更に、全文プリントに CD-ROM のかけかえ (時間と手間) が必要になる、などの問題が

ある。サーチの面での環境改善にはこれらを改善する必要がある。改善の方向としては、1) 

インターネットアクセスを高速化する、2) 現状の Abstract データの検索を容易高速にし、か

つ全文テキストの出力を容易高速化する、3) EP、WO、USP、JP 等主要国特許をすべて全文

テキスト検索、全文プリント出力まで自在・高速化する、など様々なレベルでの改善が考え

られる。3) のような大規模な環境向上は、現状で切迫している審査能率の向上には、必ずし

も適合していないように見受けられる。 

 

Search and Formality Sub-unitでの独自のサーチ処理 (準備、サーチ操作、出力プリントアウ

ト) にかけている総工数は、以下のとおりである。 
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サーチ環境を IT システム面のみで根本的に改善しても、工数を減少できるのは最大で 30%

程度 (1,305人・日程度) が限度と考えられる。全負荷量に対しては、10～11%程度である。 

 

(4) 実体的審査業務の要改善点 

業務負荷量と処理能力とのギャップを埋めるには、IPD の公社化に添っての審査官定員増強、

実体的分析（発明、クレーム、公知例開示内容等の分析）を効率化して、スピードアップす

ることが必要である。現状では、審査官が少数のため、広い技術分野を担当せざるを得ない

ため、専門性の点で特化できず、能率がなかなか上がらないきらいがあるのはやむをえない。

今年増員した審査官の習熟と、更なる増員、それによる各審査官の専門分野への特化により、

一層の効率化が期待される。審査処理の合理化、効率化審査基準の明確化などを通じて、審

査能力・容量の拡大を図ることが必要と思われる。 

 

3.2.2 現在の特許審査用外国特許文献検索システム 

IPD が現在利用している外国特許文献データは、EPO、WIPO、JPO、USPTO から提供され

る CD-ROM および DVD ベースのデータと、Web ベースでこれら機関の IPDL にアクセスし

て得られるデータである。 

 

3.2.2.1 CD-ROM / DVDで提供される特許文献データ 

現在審査用に使われている外国特許文献検索用データは、図 IV-3-1 に示す CD-ROM、DVD

に収録されている。これにはそれぞれ Index と本文との 2 つのタイプがある。Index CD-ROM

は Abstract、First Page、Bibliographicなどの概要のみが格納されているものである。 

これらのデータを検索するために使用されているソフトには Bibliographic (USP の Index 

CD-ROM 検索用)、MIMOSA (USP、EP、PCT、JP、GB の CD-ROM / DVD 検索用)、Patent 

View（USP の 1993～2001 年の全文 CD-ROM 検索用）の三種類があり、データベースのフォ

ーマットはそれぞれ異なる。 

（以下では、それぞれの CD-ROM / DVDを図 IV-3-1中の No.で表す。） 

審査内容 ケース
対応
外国特許

SR クレーム一致 割合(%)
1件当たり負荷

(日／件)
年当たりサーチ
工数 (日・人)

A 無 無 - 30 2 3,000
C 有 - No 8 2 800

D-3 無 X, Y No (補正で) 5 1 250
E 無 有 No (初めから) 3 2 300

工数合計 4,350

実体審査
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図 IV-3-1  特許文献検索用データおよびソフトウェア 

 

US 
 (1) 

Index CD-ROM 
 (Bib/Abstract) 
 # of CD-ROM: 1  
                      (1 set)

     US 
(2)1/2

EP 
(4) 

Index DVD (ESPACE 
ACCESS/Bibliographic & 
Abstracts) 
# of DVD: 1 (2set) 
# of CD-ROM: 1 (1set)       EP 

 (5) 

      PCT 
 (6) 

JP 
 (7) 

      GB 
 (9) 

CD-ROM 
(ESPACE EP-A/full text) 
 # of CD-ROM: 1412 
(ESPACE EP-B/full text) 
 # of CD-ROM: 874 
# of record: 1,206,174 

CD-ROM 
(Mimosa/ Full text) 
 # of CD-ROM: 383 

MIMOSA s/w 

 Bibliographic s/w 

CD-ROM 
(ESPACE World/full text) 
 # of CD-ROM: 1201 
 # of record: 551,850 

Index CD-ROM (By 
Classification/First Page) 
 # of CD-ROM: 99 

CD-ROM 
(ESPACE UK/full text) 
 # of CD-ROM:  274 
# of record: 302,000 

Frequency renewal: 1 or 2  per month 

Frequency renewal: 1 per year(Index).  1 per 3-4 month(full text) 

Frequency renewal: 1 per 3-4 month(full text) 

Frequency renewal:  1 per month 

Frequency renewal: 1 time distribution 

 Stopped 
distribution in 
1996. 

 PCT 

 GB 

   EP 
  (3) 

Index CD-ROM 
 (ACCESS EP-A/Abstract)
 # of CD-ROM: 38 
                       (1 set)

JP 
 (8) 

Index CD-ROM (By 
Year/Abstract) 
 # of CD-ROM: 93 

MIMOSA s/w 

Iincluding 
PCT 

     US 
(2)2/2

CD-ROM 
(PatentView/ Full text) 
 # of CD-ROM: 1014 

# of record: :    
 3,474,367 
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(1) 米国特許 CD-ROM 

米国特許関係では、No.1の Indexと No.2の全文データとがある。 

USP の Index CD-ROM は都度最新情報に更新された一枚だけが使用され、2002 年度版の場

合以下の内容となっている。 

 

1) 1996年～1997年： 

Patent Titleのみ 

2) 1997年～2002年： 

z Date of issue 

z State/country of first listed inventor’s residence 

z Assignee at time of issue 

z Status 

z Current classifications 

z Patent title 

z Patent abstract  

従って、過去 5年以前の文献を検索したい場合、Index CD-ROMのみでは不十分である。ま

た、検索エンジンも Bibliographic を使っており
6
、下記の MIMOSA とは別のシステムであり

使用上煩雑である。 

全文が格納されている CD-ROMは MIMOSAと Patent Viewの二つに分かれていて、それぞ

れが持っている特許文献は次の期間である。 

z MIMOSA (No.2  1/2)： 1992～1994年、2002年 

z Patent View (No.2  2/2)： 1995～2001年 

 

(2) 欧州特許および PCT出願 CD-ROM 

欧州特許の First Page
7
を収録する Index DVD/CD-ROM (No.4)、DVDのカバーしていないそ

の後の追加分について、欧州特許、PCT 出願の Index を収録する CD-ROM (No.3)、欧州特許

の全文を収録する CD-ROM (No.5)、PCT出願の全文を収録する CD-ROM (No.6) がある。 

 

ESPACE ACCESS (No.3および No.4) の内容は以下のとおりとなっている。 

                                                        
6
    Bibliographic ソフトは、データの読み込み先として必ず CD-ROM ドライブを使用しなければならないという
制約がある。 

7
    特許書誌情報等が掲載されている部分。 
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(51)  International Patent Classification 

(11)  International Publication Number 

(43)  International Publication Date 

(21)  International Application Number 

(22)  International Filing Date 

(30)  Priority Date 

(71)  Applicant(s) 

(72)  Inventor(s) 

(81)  Designated States 

(54)  Title 

(57)  Abstract 

 

(3) 日本特許 CD-ROM (PAJ CD-ROM) 

First Pageを分類別に搭載した Index CD-ROM (No.7)
 8
と Abstractを年次別に搭載した Index 

CD-ROM (No.8) のみがある。 

PAJ CD-ROMの内容は以下のとおりとなっている。 

By Classification： 

1993年まで Classificationごとに収録。内容は以下のとおり。 

(AB)  Abstract 

(AD)  Application date 

(AN)  Application number 

(Presence)  Presence of data 

(DS)  Designated states 

(ET)  English Title 

(IA)  Additional classification index 

(IC)  Main Intl. Class. 

(ICL)  I.P.C., linked indexing code(s) 

(ICU)  I.P.C., unlinked indexing code(s) 

(IN)  Inventor 

(IS)  Supp. Intl. Class. 

(KD)  Document kind 

                                                        
8
    ハードディスクに本 CD-ROM データを格納した場合、MIMOSA Batch（複数データベース一括検索処理）で
それが読み込めない制限がある。 
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(NC)  National classification 

(PA)  Applicants 

(PC)  Publishing country 

(PD)  Publication date 

(PN)  Publication number 

(PR)  Priority number 

(PY)  Priority date 

(RP)  Representative 

 

By Year: 

1994年～現在までの特許文献を年ごとに収録。内容は以下のとおり。 

(PN)  Publication Number 

(AN)  Application number 

(IC)  All classification 

(IN)  Inventor 

(PA)  Applicant 

(ET)  English title 

(AB)  Abstract 

(ND)  Index disc references 

内容は、By Classificationが充実しているが 1994年以降は作成されていない。 

 

(4) 英国特許（GB）CD-ROM 

GBの特許文献 CD-ROM (No.9) は full text版であり、この Index CD-ROMはない。1996年

以降は EPに包含され、独自には提供されていない。 

 

3.2.2.2 ハードウェア構成と運用 

ハードウェア構成を図 IV-3-2 に示す。検索を行うにあたって審査官は検索室に行き、まず

Index CD-ROMをMIMOSA専用端末機の DVD / CD-ROM装置にかけ該当する特許を検索する。

あるいは、現在すでに、MIMOSA については Index 部分が各審査官の PC のハードディスク

にコピー蓄積されているためそれを使って自分のターミナルから検索する。その上で、本文

を参照したい場合には検索室にある本文 CD-ROM を探し出し、それを検索室に 2 台あるワー

クステーションまたは審査官個々に配置されている自分用の PCに搭載して参照する。 
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このように、審査官は参照の必要な特許が掲載されている CD-ROM を約 4,000 枚ある中か

ら探し出し、それをそれぞれの、あるいは検索室の CD ドライブに載せて使用することにな

る。他の審査官がその CD-ROMを使っている場合には終わるまで待つ必要がある
9
。 

MIMOSAを利用した検索手順を図 IV-3-3に示す。 

 

3.2.2.3 Webベースでの検索 

MIMOSA の利用以外に、Web ベースで検索する方法がある。外部ユーザーは外国特許の検

索を一般にこの方法で行っている。審査業務上も利用されているが、主として次の点で問題

がある。すなわち、ひとつは、収録されている特許がすべてを網羅していないことであり、

もうひとつは、検索速度が遅いことである。また、プリントアウトにあたっては対象ページ

を 1 ページごとに指定しプリントアウトしてゆく必要があり、時間と手間がかかる。更に、

操作中にしばしばフリーズしたり、エラーが出たりという難点も聞かれる。 

 

3.3 特許文献検索環境改善策の検討 

3.3.1 特許文献検索環境改善の計画化にあたって考慮すべき事項 

本テーマは特許審査業務での IPD の負担の軽減、その結果としての審査期間の短縮、ひい

ては登録までの期間の短縮を目的とするものである。 

特許文献検索におけるロードの軽減は確かに審査業務における負担軽減の要素のひとつで

はあるが、その環境改善を検討するにあたっては特許審査業務にかかる国際環境の動向や、

IT 面での将来計画などを考慮し、総合的視点から特許文献検索をめぐる環境変化の方向を把

握し、最も効果的な計画とすることが必要である。以下では、こうした特許審査文献検索環

境改善の計画化にあたって考慮すべき事項を挙げる。 

 

3.3.1.1 特許審査業務軽減への国際協力 

特許審査業務での負担は、マレイシアだけでなく多くの国で問題となっており、下記する

ように、WIPOをはじめ国際的にその軽減のための取り組み、協力が行われている。従って、

この IT 化検討に先立ち、こうした国際的な取り組みをマレイシアにおいてどれだけ活用でき

るか、あるいは活用するためにはどのような対策が必要であるかをまず第一に検討し、その

上でなおかつ残る審査業務上の負担解決に必要な対策を講じるようにする必要がある。 

                                                        
9
    米国特許の場合、Index 検索には MIMOSA は使われていないが、本文検索に同様に CD-ROM の載せ替え操作
が必要になる。また、Index は審査官個々に配置されている PC にはコピーされていないので必ず検索室の専用
端末を使う必要がある。 
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マレイシアが関係している、あるいは近い将来関係すると見られる、特許審査業務におけ

る負担軽減を目的とする国際協力には次のものがある。 

(1) 特許審査上の国際協力の進展により、特許審査におけるロードの軽減を目的とするもの。 

1) PCT への加盟: PCT 加盟により国際調査報告や国際予備審査報告が提供されるようにな

るため、PCTルートによる新たな国際出願についてもマレイシアの審査上の負担はあまり

増加しない。むしろ、これまでの外国からの出願がこの PCT ルートに変わることで、審

査負担は大幅に軽減されると期待される。 

2) 日本への修正実体審査対象国適用: 現在なお手続き中であり、実施されれば 2002 年 7

月 1 日付けで適用の予定である
10
。これにより、総出願数の約 20%を占める日本からの出

願について修正審査が適用され、審査プロセスが簡略化される。 

このように、国際的な審査への協力体制の拡充により、審査作業上の負担はかならずしも

出願件数の増加ほど増加しない見込みであり、逆に審査負担の軽減が期待される。3.2.1 に述

べたように、登録件数推移および担当審査官の見解から判断すると、修正実体審査制度の採

用 (1995年 8月施行) は、処理件数増加に貢献している。1995~96年の出願のうち修正実体審

査請求のあったものの審査は 2001年ごろから始まっており、2001年における登録件数の急増

はこれによる貢献が大きい。 

 

(2) 特許審査情報提供における国際協力の進展による審査情報入手手段、特許文献検索手段

の変化 

1) PCT加盟による国際調査報告や国際予備審査報告の提供。 

2) 日本の AIPN (Asian Industrial Property Network) などのネットワークを通してのアジア諸

国知的財産権機関審査官への日本出願特許情報提供計画。 

 

これらに加えて、現在主要国特許庁が IPDL の整備をとおして Web ベースでの情報提供に

積極的であることも考慮する必要がある。現在 IPD では Web ベースでの検索は遅いため審査

業務に十分貢献していない。しかし、Web へのアクセス環境の向上はすでに計画されており、

これによっては、Webベースでの検索を審査に活用することも可能となると期待される。 

 

3.3.1.2 既存データ・ツール提供の将来継続性への留意 

現在の外国特許文献検索システムは、PANTAS の一構成部分とは位置づけられているが、

                                                        
10

  遡及して施行する予定である。 
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実際には CS との関連はなく、また、他のサブシステムとも全く独立したシステムである。将

来の IT化展開とも連携する可能性は考えられていない。 

現在提供されている CD-ROM/DVD ベースのデータおよび検索ツールが、必ずしも将来に

わたって継続的に提供されるとは限らないことを考慮しておく必要がある。すなわち、こう

した変化により、新たに構築あるいは改善のための投資が一時的なものに終わり、将来使わ

れなくなるリスクを十分に配慮しておくことが重要である。 

 

3.3.1.3 審査官増員による負担軽減の可能性 

3.2.1に述べたように、IPDの特許ユニットでは 2002年より 10人の審査官を増員し 20人体

制となっている。この体制での審査負荷は 1 人あたりで年間 621 日間相当である。これは、

来年予定の公社化にともない更に 50 人体制に拡充の予定であるがこの拡充だけではなお審査

負担は大きい。しかし、PCT への加盟や、出願の 20%を占める日本への修正実体審査適用な

どの効果も考慮すると 1 人あたりの審査量は顕著に軽減される見通しであり、こうした状態

での特許文献検索作業の負担が審査官にどの程度と感じられるかを考慮した上で、環境改善

の費用対効果を念頭に対策を検討する必要がある。 

 

3.3.1.4 その他考慮すべき事項 

(1) MIMOSAソフトの限界 

現在利用している MIMOSA はソースコードが明らかにされておらず、このソフトに依存す

るシステム構築を行った場合には、将来検索環境が変わった場合直ちにそれに対応すること

が困難となる恐れがある。検索環境に新たに手を加えるという視点からは、できることなら

ば MIMOSA への依存度を現在以上に高めることを避ける方向で検討すべきである。これには

次の方法が考えられる。すなわち、 

a)  汎用検索パッケージや市販の特許検索用パッケージの利用。あるいはこれらをマレイ

シア向けに改造して使用。 

b) Webベースでの検索体系の開発。 

しかしながら、マレイシアの審査業務のためだけに新たなソフトを購入したり、これを改

造すること（すなわち、a）のケース）は費用がかなり高くつく。むしろ、後者（Web ベース

での検索体系開発）に視点を置くことが望ましいと考えられる。 

 

(2) 保守・運用体制の確保 

現在のシステムではデータは CD-ROM あるいは DVD に保存されている。新しい追加デー

タもまた CD-ROM あるいは DVD で供給される。これをファイルサーバー・ベースに切り替
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えた場合は、保守・運用のための次の体制を確保する必要がある。 

a)  データのバックアップ 

b) 定期的に追加される特許データの反映 

 

3.3.2 特許文献検索環境改善計画の検討 

3.3.2.1 必要とされる情報と検索作業 

審査対象となる出願のタイプによって審査上必要とされる情報が異なる。3.2.1 に述べたよ

うに、利用する情報によって次の 3つのタイプの出願に分類できる（図 IV-3-4）。 

 

(1) 修正実体審査請求の出願 

修正実体審査を請求した出願では、出願者は IPD に該当する特許のリーガルステータスを

報告する義務がある。従って、IPD としては自らが既存特許を検索する必要はなく、出願者

が提出する情報の真偽を確かめることで足りる。 

 

(2) 優先権主張出願 

他国での優先権を主張して出願をしている特許については、通常、まずその国で審査が行

われ権利が成立する。従って、IPD はその国におけるリーガルステータスや調査報告書に記

載された情報を利用することができる。すなわち、IPD はこれらのリーガルステータスや調

査報告書を参考として利用し、これをもとに類似既存特許や公開情報を探し審査を行ってい

る。 

 

(3) その他の特許出願 

これには、マレイシアでの単独出願やマレイシアでの優先権を主張している出願が含まれ

る。これらの出願については、審査官は他国での審査情報を利用することなく、類似した既

存特許やその他の公開情報の検索を行い、審査にあたっている。 

 

特許審査における文献検索作業は主として上記の (2) および (3) で発生する。しかしその

検索対象は異なる。すなわち、ひとつは、類似した特許を検索および発見し、その全文を入

手する作業であり、上記 (3) の場合の作業である（以下、タイプ 1 の作業と呼ぶ）。もうひ

とつは、審査対象特許のリーガルステータス、審査情報、関係する文書類を入手する作業で

あり、上記 (2) の場合の作業である（以下、タイプ 2の作業と呼ぶ）。 
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3.3.2.2 情報のソース 

これらの情報を提供する主なソースには次のものがある（表 IV-3-1）。 

 

(1) IPDL 

各国の IPDL は、各国の特許だけでなく、出願・登録・審判に関するリーガルステータス、

サーチレポートなど各種の豊富な情報を一般に対して提供している。一般に検索ツールも提

供しており、検索も可能である。従って 3.3.2.1 に述べた両方のタイプの作業に必要な情報を

提供できる。しかしながら、その豊富な情報のためほとんどの場合、全世界の一般公衆が 24

時間無休でアクセスを行っている。従って各 IPDLは、過大なコンピュータ負荷を避けるため

の方策をとっており、そのひとつが一度に提供する情報量の制限である。多くの IPDLでは一

回のブラウザからのアクセスに対し、特許出願文章をスキャンしたイメージデータの 1 ペー

ジのみを送信するように設計されている。このため、検索作業において特に全文プリントア

ウトを行う場合には作業が煩雑となる。 

 

(2) インデックス CD-ROM 

EPO が提供するインデックス CD-ROM には、出願基本情報と特許概要が含まれている。こ

の CD-ROMは毎年発行され、IPD には無料で配布される。CD-ROM にはその年だけでなく過

去に出願された特許が累積されて収められている。IPD では、このインデックス CD-ROM を

各審査官の PC にインストールして自席で検索できるようにしている。最近では、CD-ROM

の代わりに DVD-ROM が媒体として利用されている。このように、タイプ 1 の作業において

必要とする特許を探し出す上では有用なソースであるが、その後全文を読んだり、プリント

アウトするためには他のソースを使用しなければならない。 

更に、米国特許については、同等のものが“Bibliographic CD-ROM”として出版されている

が、これにはプロテクトがかけられており、EPO 版のように PC にインストールして利用す

ることができない。 

 

(3) 全文 CD-ROM 

全文 CD-ROM は 3～4 カ月ごとに出版され、最新の公開された出願および特許登録データ

が収録されている。全文 CD-ROM は、公報を電子ドキュメントとして提供するものであり、

公開出願データを収めたものと、特許登録されたデータを収めたものの 2 種類がある。タイ

プ 1 の作業を行う上で特に全文を読んだり、プリントアウトが容易にできる。しかし、CD-

ROMの全枚数は約 4,000枚にも上り、全文を取り出す前の作業としてインデックス CD-ROM 
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によりあらかじめ該当特許が納められている全文 CD-ROMを検索する必要がある。 

 

(4) 速報 CD-ROM 

速報（Bulletin）CD-ROM は毎月発行され、最新のリーガルステータスと出願基本情報が、

変化のあったものだけでなく、過去のものから累積して提供されている。IPD ではこの CD-

ROM は現在入手していないが、タイプ 2 の作業に必要な情報の一部を提供することができる。 

 

(5) AIPN 

AIPN (Asian Industrial Property Network) は、日本特許庁がアジア各国の特許庁向けに、特許

審査業務の効率化を目的として提供を予定しているサービスである。このサービスでは、パ

テントファミリー情報、日本で出願された特許についてのリーガルステータス、引用文献、

参考文献情報、英文要約を提供する予定としている。また、日本の特許公報全文は、自動翻

訳サービスにより、英語にて提供される。従って、タイプ 2 の作業にとって有用な情報を提

供してくれる予定である。 

 

3.3.2.3 環境改善策の比較検討 

上記のように、検索情報のソースには、インターネットを通してアクセスするソースと、

手元にあるソースとがある。これらを効率よく入手し、活用するための方法として次の方法

が想定される。 

 

(1) インターネットアクセスの高速化 

IPDでのインターネット経由で情報を提供するソースを利用するにあたっての問題は、レス

ポンスの遅さ、プリントアウトの煩雑さにある。 

しかし、これらのソースは審査官に対して高品質な情報を提供しているとともに、将来に

わたっての情報提供の方向を示唆するものでもあることから、アクセス効率の改善はまず第

一に検討すべきテーマである。 

これらの情報には、イメージデータも含まれ、文字データよりも大きな情報量が要求され

る。IPDにおける現状のインターネットへのアクセス速度は 128kbpsであり、快適に利用する

環境にはなっていない。現在これを 1.5Mbps にレベルアップする予定になっているが、同時

にオンラインサービスが開始されるため、これにより審査環境の改善を図ることができるか

どうか見極める必要がある。 

また、アクセス速度の高速化だけでは特許文献プリントアウトにおける煩雑さは解消され

ない。 
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(2) PANTASオンライン検索システム 

インターネット経由で提供される情報を効率よく利用する上で必要なもうひとつの要件は

IPDL 同時検索である。審査官が検索対象とする IPDL を複数同時に指定することにより、シ

ステムが各 IPDLに対して検索依頼のメッセージを送り、結果を回答のあったものから表示す

るものである。 

IPD では、オンライン出願、オンライン検索システムの導入を進めており、2003 年にサー

ビスが開始される。このオンライン検索システムは、審査官も利用できる複数 IPDL同時検索

の機能を提供する予定となっている。 

この場合もインターネットアクセスの高速化が必要条件である。他方、このシステムによ

っても検索文献プリントアウトにおける問題は解決されていない。 
 

(3) ディスクライブラリー 

この改善策は、現在 CD-ROM/DVDで提供されている情報利用上の改善策である。 

現在、マレイシア IPD には、4,000 枚を超える CD-ROM を保有している。これらの CD-

ROM の全部または一部をハードディクに格納して、ライブラリーに足を運ぶことなく自席の

PC から検索し、必要とされる内容にアクセスできれば大きな効率化につながる。しかしなが

ら、そのためには大容量のハードディスクが必要となるとともに、新規データの追加作業を

容易にするためのソフト開発も必要とされる。 

更に、米国特許については現状の検索ソフトは、ハードディスクにインストールされたデ

ータは対象にできないようになっており、新たなソフトウェアやライセンス取得等の対策が

必要となる。 
 

これらいずれの改善策も一定の投資を必要とする上、改善の有効性を左右するいろいろな

要因があるため、実際に試行してその有効性を確かめる必要がある。特に、ローカルライブ

ラリーによる改善策はそのまま実施すれば多額の投資を必要とする。更に重要なことは、今

後の特許審査業務での国際協力の方向によっては、こうした投資が短期間で無駄になる恐れ

があることである。 

 

3.4 特許文献検索環境改善策の提案と基本設計 

3.4.1 改善策の前提 

現時点での文献検索作業量や作業内容がそのまま将来も同じ状態で続くとは考えられない

こと、外部の特許文献や審査情報提供が今後急速に変化すると想定されることから、特許文
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献検索環境はこうした将来変化に対応できる柔軟性を持ったものとすることが必要である。

特に、現時点では大幅な投資は避けるべきである。また、IPD における特許審査業務におけ

る負担軽減に向けての運用基準の見直し、国際協力の活用をまず検討し、その後になお残る

審査業務上の負担との対比で対策を検討することが必要と考えられる。 

こうした考え方に添って、IPDとして検討すべき事項について提言する。 

 

(1) MSEの積極的活用による審査業務負担の軽減を図ること 

2001 年の特許出願件数は 5,900 件であるが、そのうち、MSE 対象国以外からの出願は 800

件以下である
11
。全面的な実体審査を行った場合審査業務には 1件あたり約 5日を要するが、

出願者が MSE による審査を請求した場合、審査業務は約 0.5 日で完了することができ、大幅

な負担の軽減を図ることができる（審査業務における負荷の詳細は 3.2.1参照）。 

現在のところ指定国からの出願のうち MSE を請求してくるのは 10%程度にとどまっている。

この MSE 請求率が低い主たる理由は、MSE 請求を行った場合出願日より 2 年以内（延長請

求により 4 年に延長可）に対応出願に対する外国での特許付与を証明する書類を提出しなけ

ればならないが、これに対し各国でこの特許登録が期限内に行われない恐れが高く、マレイ

シアでの出願が取り下げられたものとみなされることを恐れるためである。 

これを克服し MSE 請求を奨励することが必要であるが、その対策として次の点が提言され

る。 

1) 外国での特許付与証明の提出期限を延長する: マレイシアでの登録業務処理が他国での

審査の遅れに左右されることになり、権利の確定を遅らせることにはなるが、先に出願し

た国での登録以前にマレイシアで登録する緊急性は特に考えられない。むしろ、提出期限

を延長し、MSE請求を奨励すべきである。 

2) 海外での早期審査制度などの利用を奨励する: 日本などに見られるように早期審査申請

制度を持つ国もあり、こうした国ではその制度を利用することで MSE 請求によるリスク

を軽減することができる。 

 

仮に MSE 請求（日本からの出願を含めて）が増加した場合、これによる審査業務負担は次

のように軽減されるものと推定される。 

                                                        
11

  2001年 7月から指定国となる日本を指定国とした件数。 
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MSE請求率 
年間審査負荷 
（日/年） 

現在を 1.00とする 
年間審査負荷指数 

10% (現在) 12,400 1.00 

40%  9,200 0.74 

60%  7,100 0.57 

80%  5,000 0.40 

 

(2) 各国サーチレポートの活用 

上記に該当しない特許については、審査業務の軽減のために、米国、欧州、オーストラリ

アに出願された特許（または本質的に同一な特許）についての出願番号等や審査資料の提出

を求めており、可能な限りこれら資料の活用を行っている。しかし、こうした資料の提出は

あまりスムーズに行っていない。その理由としては、2000 年の改定法以前のものについては、

特許の存続期間が登録日を基準とし 15 年間としているため、出願者にとっては特に審査を急

ぐ必要性がないことにある。出願者が審査を促進することにインセンティブが働くように、

運用基準の変更などを行うことが必要である。 

 

(3) PCTへの加盟を促進すること 

マレイシアは現在 PCTへの加盟を予定している。 

PCT への加盟は従来の外国からの出願に対し、新たな出願ルート選択肢を提供するもので

ある。PCT に基づく国際出願の場合、国際調査および出願人の希望による国際予備審査が行

われる。従って、IPD はこれら調査・審査報告を利用して審査を始めることができるため、

一から審査を始める必要がなくなる。 

現在も、全面的実体審査が 1 件あたり約 5 日間かかるのに対し、サーチレポートがあり、

クレームが一致する場合には 0.5日に短縮できる。PCTの上記報告が利用できれば同様の負担

で審査を処理できることになる。 

現在マレイシアにおける外国からの出願は 95%以上を占めており（2001 年）、この一部が

PCTルートによる国際出願となれば審査業務の負担軽減が期待できる。 

 

3.4.2 特許文献検索環境改善策とその基本設計 

3.4.1 に述べたように審査業務の負担軽減を図る努力を行った上でなおかつ残る審査上の検

索作業の環境改善を次のように提言する。改善策は、マレイシア単独出願の審査での検索環
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境改善策と、優先主張出願の審査での検索環境改善策とに分けられる（図 IV-3-5）。IPDでの

現段階での作業効率向上の主眼は前者に置かれている。 

 

3.4.2.1 マレイシア単独出願審査の改善 

マレイシア単独出願の審査を想定した検索環境の改善策は次の 2 つのステップから構成さ

れる。すなわち、インターネットアクセスの高速化を第一のステップとし、第一ステップで

解決できない場合にローカルライブラリーによる改善を行うものである。これは、ローカル

ライブラリーによる改善が多額の投資を必要とし、その上将来使われなくなる危険性が高い

ため、実施するとしても最小の投資に限定しようとするものである。同時に、インターネッ

トによる改善策が将来の検索環境展開の方向に沿っているためでもある。 

 

(1) インターネットの高速化による改善 

この改善策は、情報ソースとして各国 IPDL、検索ツールとしてインデックス CD-ROM お

よび現在開発中の PANTAS オンライン検索システムを想定、IPDL へのアクセスを高速化す

るための次のアクションを取ることを中心とする提案である（図 IV-3-6）。すなわち、 

 

1) 予定されているインターネット高速化の効果を分析する 

IPDでは、インターネットアクセスの高速化を計画している（現行 128kbpsから 1.5MBへ

の増設）。これにより、レスポンスの遅さ、ブラウザの凍結は、解決に向かうことが期待さ

れる。しかし、この高速化はオンライン出願およびオンライン検索という新しいサービスの

提供を前提とするものであり、2003 年 4 月以降のこれらオンラインサービスが本格稼動後

のアクセス速度をチェックする。新たな利用者がインターネットを利用して IPD へアクセ

スするため、場合によっては、今よりも審査環境を悪化させる場合もありうる。 

 

2) プロキシサーバーの設置 

同時に、審査官専用のプロキシサーバーを設置する。 

プロキシサーバーは IPD 内の LAN の交通整理をする役割を期待できる。また、プロキシ

サーバーのキャッシュ機能を利用することにより、IPDL への重複したファイル要求を防ぎ、

IPDLの負荷を下げる効果が期待できる。 

あわせてプロキシサーバーの設置により、審査官を取り巻く新たな環境の分析を行う。 
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3) アクセス速度悪化の要因分析 

上記インターネット回線の向上を行った後、オンラインサービスの稼動後審査の環境が改

善されない場合には、その原因解析を行う。すなわち、ネットワークスペシャリストを投入

しボトルネック調査を実施する。 

 

4) インターネット回線の増設 

上記要因分析により現回線（高速化実現後の回線）では高速化が困難であることが判明し

た場合には、プロキシサーバーから審査官専用インターネット回線を増設する。 

 

5) 文献の全文印刷効率化の検討 

各 IPDL は、特定の利用者により過大な負担をかけられることを避けるため、一回のアク

セスについて 1 ページのみのイメージ情報を提供している。このため審査官が IPDL を利用

する場合にも 1ページずつの表示と印刷が必要である。上記検討後、なお必要であればこの

全文印刷効率化について検討する。 

 

(2) CD-ROMのディスクライブラリーへの収納 

上記のインターネットアクセスの改善を行った後にまだなおアクセス上問題が残る場合、

CD-ROM で提供されるデータをファイルサーバーに格納する（図 IV-3-7）。これにより審査

官が自分の PC から検索および全文データを見る、または、印刷することができる機能を提供

する。 

この場合、CD-ROM を格納するための巨大な容量のハードディスクが必要になる。投資額

を削減するためには、利用頻度の高い CD-ROM のみを選択して格納する等の対策が必要とな

る。 

このような検索環境改善により、審査官が CD-ROMを交換することなく、MIMOSAフォー

マットの全文データの印字も容易にできるようになる。また、MIMOSA Batch を利用するこ

とにより、審査官が指定したキーワードを用いて検索することも可能になる。 

しかしながら、米国が提供するインデックス CD-ROM データについては、一般に利用され

ている MIMOSA からの検索は行えず、特別のソフトウェアである“Bibliographic”のみで検

索が可能であり、現状の CD-ROMでは、ディスクライブラリーへの格納は不可能である。 

格納にあたっては、一枚ずつ行うと非常に長い時間がかかり、非効率である。ジュークボ

ックス型の CD装置を利用しての格納の効率化も考慮する必要がある。 
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3.4.2.2  優先主張出願の審査の改善 

優先権主張出願の審査における検索は、優先出願国から提供される特許情報の検索作業で

ある。 

利用可能な情報ソースとしては速報 CD-ROM、AIPN、IPDL がある。具体的なアクション

は次のとおりである（図 IV-3-8）。 

 

1) インターネットアクセスの高速化およびプロキシサーバーの導入 

日本特許庁は、AIPN (Asian Industrial Property Network) をアジア諸国の特許庁に対して提

供する予定をしている。このサービスでは、パテントファミリー情報、日本で出願された特

許についてのリーガルステータス、引用文献、参考文献情報、英文要約を提供する予定とし

ている。また、日本の特許公報全文は、自動翻訳サービスにより、英語にて提供される。

AIPNが提供されることにより、審査官の作業は大きく改善されることが期待される。 

AIPN のサービスは、アジアの特許庁関係者に対して限定的に提供されるものであり、事

前の登録による ID、パスワードの入手が必要となる。ID とパスワードによるログイン処理

を省略するためには、指定された IP アドレスを利用することが必要となる。これに対応す

るためには、プロキシサーバーの導入が有効である。 

 

2) Bulletin CD-ROMの利用 

AIPNと並行して、EPOにおける Bulletin CD-ROMの評価も必要である。それが効率化に

貢献するならば、定期的な入手、利用も考慮されるべきである。また、EPO について、調

査レポート等を自動的にダウンロードできるようなソフトウェアを開発することも考えられ

る。 
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4 商標審査における図形検索システム環境改善 

4.1 目的 

商標審査においては国内先願商標に対する新規性が審査される。審査にあたっては、登録

された商標、出願ずみ・保留中（Pending）のもの（現在約 36万件）を対象として審査が行わ

れている。審査は次の 2種類について行われる。 

1) 文字、称呼における類否 

2) 図形における類否 

IPDでは、審査にあたり、文字・称呼についての検索を VSS (Verbal Search System) 、図形

についての検索を FSS (Figurative Search System) を使う予定で準備を進めてきた。このうち、

VSS は現在稼動中であるが、FSS は後に述べるように使用できなくなり、図形商標および図

形と文字の組み合わせ商標の図形部分については現在手作業で検索・照合している。 

商標図形検索システム環境改善の主たる目的はこの図形検索の効率化にある。 

 

これに加えて、商標検索上は下記するような問題も見られる。 

1) 現在はそれぞれ別環境となっている図形検索と文字検索の環境の統合 

2) 出願者に対する検索サービスの向上 

 

IPDはこれらの問題を解決することを目的として、現在オンライン検索のシステムを構築中

である。上記の諸問題は、このオンラインシステムの完成により解決するものと期待されて

いる。従って、本件については別途システム設計はしていない。 

ただし、以下では、IPDが計画中のシステムが検索業務環境の向上に有効なものとなるよう、

現在の検索システムの状況を把握し、今後の環境改善のための提言を行う。 

 

4.2 現行業務実態 

4.2.1 現有商標検索システム 

(1) 概要 

検索には、審査目的で行われる検索と一般ユーザー向け検索サービスとがある。また、検

索対象となる商標は、検索ツールの視点からは次のように分類される。 

1) 文字のみの商標 

2) 文字のみをデザインした商標でその他の図形を含まないもの 
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3) 文字および図形を含むもの 

4) 図形だけの商標 

 

これに対し、IPDが現在保有、あるいは使用している検索手段には次のものがある。 

1) VSS 

2) FSS 

3) CSの Query機能 

4) 図形商標の図形部分をコピーし、Nice分類で分類したカード 

5) 商標と書誌事項を記載し、出願日順に整理されたカード 

 

これらのうち、商標図形検索用 FSS と文字検索用 VSS の 2 つが商標検索を目的として開発

され、コンピュータ化された検索システムである。それぞれは操作上独立したシステムであ

る。 

 

FSSは 1997年に WIPOによってマレイシア IPDに提供された。FSSが提供されると同時に

IPD は運用準備のため、過去の商標データをセットしはじめた。しかしながら、その後 FSS

の分類コードとして使用しているニース分類が 42分類から 45分類へと拡張され、WIPOはこ

の分類コード拡大に FSSが対応できないとしたため、IPDは 2000年まで継続してきた FSSへ

のデータ蓄積を中止し、FSSの利用を断念した1。 

 

他方、CS は図形商標の蓄積が可能であり、このため FSS に蓄積されていた図形商標を CS

に移行、その後の出願分についても逐次 CS に蓄積することとなった。ただし、現段階ではこ

の蓄積されたデータの検索のための手段がなく、審査のための検索には利用されていない

（後述するように、CSの Query機能を使ったデータ抽出は可能であり利用されている）。 

このため、図形商標の照合・審査には、出願時に作成される商標のハードコピー・カード

と商標情報が記載された Indexカード（紙のカード）を分類保管し、一定期間ごとに（バッチ

で）一定分類ごとに目視照合、審査を行っている。しかし、商標の出願件数は年 1万 6,000か

ら 1 万 8,000 件（文字商標を含む）あり、他方 36 万件の商標が蓄積されていることから、審

査のための検索の効率化が特に望まれるところである。 

 

他方、文字検索には審査官用として下記する VSSが使用されている。 

                                                        
1
   FSSのソースコードは明らかにされていない。 
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また、文字をデザインした商標（他に図形を含まない）の場合には、CS の Query 機能が使

われる。この Query 機能は文字および図形を含む商標の場合にも文字部分について使用可能

であり、一般向け検索サービスにも提供されている。 

 

最近商標の出願数は増加しており、大企業だけでなく中小企業などからの出願も多く、こ

れら一般ユーザーからは先願商標の効率的で正確な検索手段が望まれているが、現在のユー

ザーの検索需要には、1) IPD の申請書受付カウンター横に設置されたサーチルームのクライ

アント PC を使用し、CS の Query機能を使った文字検索サービスと、2) 図形商標検索のため

の図面ファイル（ブック）提供とで対応している。 

 

(2) FSS (Figurative Search System) 

FSSは CS (Common Software) や VSS (Verbal Search system) といった IPDの保有するシステ

ムとはデータ連携をしていない独立したシステムである。 

運用にあたっては、Formality Sub-unitが出願書類に基づきデータエントリーを行い、Search 

& Examination Sub-unit が審査にあたって検索に活用する予定であった。FSS のデータベース

を中心としたこれらの動作概要を図 IV-4-1に示す。 

 

図 IV-4-1   FSS動作概要図 

 

(3) VSS (Verbal Search System) 

VSS (Verbal Search System) は、商標審査のための検索に利用されている、文字 (言葉) が含

まれた商標の検索ツールである。 

Figurative SearchData Entry

   (1)  商標イメージ
         スキャンニング

   (2) 申請書類から必要
        データのエントリー
        とコード付与

商標イメージ

申請データ

インデックス

  検索キー:
        - ウィーンコード
   (審査官は検索する
     前に、ニースコードを
     審査官の判断により
     指定する必要がある)

FSS (Figurative Search System)

Formality Sub-unit Search & Examination
Sub-unit

FSS のデータベース
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VSS は CS (Common Software) のデータベースから創成されたインデックス部を経由して

CSデータベース内のレコード内容を参照する方式を採用している。 

その動作概要図を図 IV-4-2に示す。 

 

図 IV-4-2   VSS動作概要図 

 

VSSの主要機能における特徴は次のとおりである。 

 

1) VSSシステム Index部と CS (Common Software) データとの同期化処理機能 

CS (Common Software) 内には 5分ごとにデータベース (申請データ、Index レコード) の

変更情報を抽出し、VSS が検索に使用するインデックス部にその情報を反映する処理が組

み込まれており、CSと VSSの情報同期化が行われるようになっている。 

 

2) インデックスキーの登録が不要 

VSS で用いられている検索エンジンには "Topics" が使用されている。このため、VSS で

は検索インデックスを登録オペレーターがあらかじめ登録しておく必要はない。検索に際し

ては "Topics" のインテリジェンスが使用され、以下のオプションが複数選択可能である。 

 

• All: 以下に表示されるオプションをすべて採用して検索  

• Exact: 入力した検索ワードに正確に合致するものを検索  

• Prefix: 入力した検索ワードの先頭部分が合致するものを検索  

Verbal Search

(1) 「キー」の入力

    (2) オプションの
         選択 商標イメージ

インデックス部

VSS (言葉の検索システム) CS (Common Software)

VSS
検索

検索エンジン
「Topics」

申請データ

インデックス更新処理

5分ごとにインデックスを更新
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• Suffix: 入力した検索ワードの末尾部分が合致するものを検索 

• Pattern: 入力した検索ワードの一部が合致するものを検索  

• Phonetic: 入力した検索ワードに語感が似ているものを検索 

 

3) 検索レベル 

CS の検索ツールとは違い、同一の文字・称呼だけでなく近似の文字・称呼も検索可能で

ある。例えば “KONY” について検索すると、“KONY”だけでなく“*KONY*”、“*KONIE*”、

“*KANY*”、“KANIE”が抽出される。 

 

VSS で検索可能な商標は文字商標と、図形と文字の組み合わせ商標の文字部分に限られ、

図形商標および図形と文字の組み合わせ商標の図形部分については先に述べた手作業による

審査が必要とされる。 

 

また、VSSについては、通常 1分程度の検索が、5分程度かかることがあるなど、最近業務

効率に支障が出ている。この点については後（4.3.2）に述べる。 

 

(4) CSの Query機能を利用した文字商標検索 

一般向けの文字商標検索、および文字と図形を含む検索には CSの Query機能の利用が提供

されている。CS の Query には “*” を使ったワイルド・レター検索機能が使用可能である。

例えば、“KONY” という商標と同一・類似の商標を抽出するには、 

-“KONY” , 

-“*KONY”, 

-“KONY*”, and 

-“*KONY*” について抽出することになる。ただし、VSS の場合のように類似文字列や称呼

の検索を自動で行うことはできない。 

 

4.2.2 図形検索環境構築にかかる要件 

4.2.2.1 導入予定オンラインシステムにおける検索環境 

オンライン検索は一般申請者に対しては、“インターネットと Web サーバー”経由で、ま

た IPD の内部利用者に対しては“検索サーバー”を経由して審査中や登録されている商標の

参照を可能とするものである。 

商標検索に用いられる検索エンジンとして、新しい検索エンジン「K2-Catalog」が採用され
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ており IPD 内に設置させる「Web サーバー」と「検索サーバー」の両方にインストールされ

る。 

審査官は VSS で使用されていた「Topics」から「K2-Catalog」のもつ高い検索能力に期待を

寄せている。 

 

オンライン検索の方式は一般申請者向け、IPDの内部利用者向けともに基本的には同一の方

式を採用している。 

以下は一般申請者利用と IPD内部利用との違いである。 

1) 一般利用者は検索にヒットしたレコードの詳細情報参照に対して課金が発生するが、

IPD内部利用者には課金が発生しない。 

2) 一般申請者の検索キーよりも充実した検索キーが IPD内部利用者に与えられる予定であ

る。 

 

概念設計段階における新システムでの検索環境は次のように行われる予定である（詳細は

IV-1.3参照）。 

 

1) 簡易な商標検索 

キーとなる言葉とその商標が帰属すると思われる分類コード (ニース分類) のみを入力す

るシンプルな検索が可能である。 

 

2) 高度な商標検索 

1) の簡易商標検索の画面から「Advance Search」を選択すると、次の検索オプションが選

択可能となる。 

Search Criteria: □Exact Match □Phonetics □Suffix □Prefix 

Mark Type: □Figurative □Verbal □Combine 

Search In: □Name of Mark □Agent Name □Applicant 

Search Date: Filing Date MM-YYYY until MM-YYYY 

 

上記で選択可能なオプション項目を見る限りでは VSS (Verbal Search System) と FSS 

(Figurative Search System) が統合された検索環境が実現されている。なお、これらは申請者

向けの検索オプションであり、審査官向けの検索システムはまだ設計概念が確定していない。 
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4.2.2.2 IPDのオンラインサーチ構築要件 

オンラインサーチシステムの構築にあたり、IPDは次の要件を提示している（特許検索およ

び商標検索共通）。 

 

z フルテキスト検索－すべての索引付ドキュメントの全文をキーワードにより検索できる

こと 

z 近接検索－この検索手法では使用される複数キーワードが検索されるオリジナル文書に

あり、単語は相互に近接している場合に検索されること。より厳しい条件としてキーワ

ードが指定した順序に表記されている文書を検索する「フレーズ検索」が実現できるこ

と。 

z 曖昧検索－キーワードがスペルミスを含んでいても要求されたキーワードに似ている単

語を含む文章が検索できること。同様に、「サブストリング検索」は利用者の入力した

テキストが一部欠落または単語も欠落状態で、全体が正しく入力されていない状態でも、

部分的にマッチする文章があればそれを検索することができること。 

z 概念検索－この高度な検索技術により利用者か入力したキーワードに対し、類似／対応

する概念カテゴリーにあるものを検索することができること。例として「燃料噴射」と

いうものを検索したときに「気化器」というカテゴリーにある結果をも返すことができ

ること。 

z ソフトウェア機能として、語感的に近似な用語を検索する機能のあること (例えば、

Smith、Smyth、Smytheなど)。 

z 関連性／適用性／嗜好性についての順序付け－利用者の嗜好、利用職制や行動様式に基

づいた検索結果の優先順位付けができること。 

z 同義語検索能力－同じ意味をもつ同義語を検索できること。新しい用語の場合には、同

義の単語を追加／更新により関連付けできること。 

z ソフトウェア機能として AND、OR を含めて検索のために論理演算子の使用が可能であ

ること。 

z ソフトウェア機能として関係演算子: <>= <><=、>= が数字のデータと日付の入力フィー

ルドに対して使用可能であること。 

z ソフトウェア機能として利用者が入力したキーワードに対してどのような組み合わせさ

れていても検索可能な単一もしくは複数の検索オプションが提供できること。 

z インデックス定義、検索機能は C、Perl、Javaまたは PHPプログラムから開始される API

呼び出しを通して制御可能であること。 

z ソフトウェア機能として、多重サーバープラットホームを経由しても配布されるインデ
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ックスを使用して検索が可能であること。 

z ソフトウェア機能として高度な技術環境により 1,000万のドキュメントに対して、索引付

け、および検索することが可能であること。 

z 検索結果は以下の条件で平均 2秒以内で返答されるものとする。 

z 条件：20Kの 10万件の不統一なドキュメントのインデックスを使用 

z 100件の検索処理を同時発生 

z 簡単なキー項目の入力 

z ソフトウェア機能として高度な技術環境により 2 世紀過去から未来までの日付範囲にた

して対応で可能であること。日付の範囲指定による検索に制限が全くないこと。 

z ソフトウェア機能として大文字と小文字が区別可能なこと。またこの機能の使用／非使

用の設定が可能なこと。 

z 将来の拡大にそなえ多重言語をサポート可能であること。サポート可能な言語を特定す

ること。 

 

4.3 商標審査のための検索環境向上への提言 

オンライン検索システムがまだ稼動していない現段階においては、その良否について判断

することができない。以下では導入予定のオンラインシステムを含め、商標検索の環境向上

に必要な条件について提言する。 

 

4.3.1 図形検索環境向上への提言 

上記、IPD のオンラインサーチ構築要件に加え、商標の図形検索環境向上という視点からは、

次の点に留意すべきである。 

 

(1) 将来拡張性 

1) 現在のニース分類は 45 分類であるが、将来分類が更に拡張される可能性があり、こう

した拡張に対応できるシステムであること。 

2) マレイシアでの商標出願件数は今後も年率 10%程度で増加してゆくものと推定され、こ

の出願件数の増加に対し十分な検索レスポンスを確保できるシステムであること。 

 

(2) 操作性 

操作性は、審査における商標検索の件数が多いため特に重視する必要がある。とりわけ、

今回の新しい検索システムの場合、審査官の検索が外部ユーザーによるオンラインサービス
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と競合する恐れもあり、少なくとも次の点について確保する必要がある。 

1) VSSによる検索と図形検索とが一体化された操作の確保 

2) 検索結果表示までの時間が安定していること 

3) 将来外部からの検索需要にこたえるサービスを行った場合にも審査業務上の検索効率に

悪影響を与えないこと 

4) 商標出願の増加にともない新たな審査官の増員、契約社員による補強が想定される。こ

うした事態に対応できるように、システムの操作習得のための時間短縮が図れるユーザ

ー・インターフェイスの実現やヘルプ機能が充実していること 

5) 検索処理によりヒットしたレコードの詳細情報を確認したい場合、簡単な操作によりそ

の詳細情報を引き出せること 

 

(3) 現行システムとの整合 

1) 現在 CSに蓄積しているデータを使用して商標検索ができること 

2)  特許部門の審査業務においても CS で蓄積されたデータを使用して検索が行われるため、

互いの検索処理が検索効率に悪影響を与えないこと 

 

(4) その他システムとの連携について 

1) ユーザーが検索処理を行う際、不要な検索によるシステム負荷を抑制し、必要な検索に

対し課金を徴収する課金サブシステムが提供されること 

2) 上記の課金徴収と不要なアクセスの抑制のための会員登録管理サブシステムが提供され

ること 

 

4.3.2 VSS運用上の問題点への対応 

(1) 問題の所在 

VSS を使用した商標検索では、検索レスポンス時間の問題が発生している。VSS でのサー

チ時間は従来 1 分程度であったが、最近ではレスポンス時間が長くかつ不安定となっている。

通常の 1 分という検索時間にも問題があると思われるが、審査官はこのレスポンス時間には

慣れており特に問題としていない。しかし、最近発生しているレンポンス時間の不安定につ

いては強いストレスを感じている。この現象は 2002 年 6 月ごろから見られるもので、正確な

原因分析は行われていない。 
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(2) 原因の推定 

次の点が検索レスポンス時間を長くさせている要因と推定される。 

1) 新しいオンラインシステムのための準備作業による影響 

現在 IPD では 2002 年の終わりを目標に新しいオンラインシステムの構築を実施中である。 

このオンラインシステムの利用にあたってはすべての検索処理は CS のデータベースを使

用／参照されることとなる。現在、CS の商標に関するレコードには、FSS のみに登録され

ていたり、Index カード (紙) にしか商標図形がないといった図形無しレコードが存在して

いるが、オンラインシステムの稼働にあたっては、すべての CS 内商標レコードに商標図形

のイメージデータをリンクさせておかなければならない。このため、現在次のような準備作

業が行われている。 

a)  「商標」申請用紙をイメージスキャンし、申請用紙全体のイメージファイルを作成 

b) スキャンされた上記（全体の）イメージデータから商標部分のみをグラフックエディ

ターで切り取り、申請番号に対応したネーミング体系でイメージファイルを作成 

c)  b) で作成されたイメージファイルを CS データベースに格納されている当該レコード

の商標図形データとして登録処理 

 

一般的にデータベースへの登録／更新処理は参照処理に比べシステムに負荷をかける。 

上記の準備作業は契約社員によって終日行われており、他方、同一時間帯に審査官は VSS

による Verbal Search を行っている。このため、検索に時間がかかっているものと推測され

る。 

 

2) W&IS (Workflow and Imaging System) 操作の負荷 

現在 IPD は長期のドキュメント保存を目的として、Trademark、Patent の申請に関するす

べての申請書類をスキャンし電子保存することを実施中である。このイメージデータを管理

するソフトウェアとして W&IS を使用している。W&IS は CS と同一ハードウェア上にイン

ストールされており、イメージデータ保存作業のために W&IS の稼働頻度を上げることで

CSに負荷をかける結果となっている可能性が考えられる。 

 

原因推測のため 2002年 8月 6日に VSSサーチ応答時間を計測した結果は次のとおりであ

った。 
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［計測に使用した状況］ 

検索単語 =「SUMO」 

クラスコード (Nice分類) =「11」 

オプション =「Exact」AND「Phonetic」 

ヒットしたレコード件数 =「40」 

 

表 IV-4-1   応答時間測定結果 

 

これらからも、推測原因に述べた作業が実施されている時間帯に、特にレスポンス時間に

問題が生じていることが推定される。 

 

(3) 想定される解決策 

上記問題に対し次の解決案が想定される。 

 

案 1) マシンパフォーマンスの向上 

CS が搭載されているマシンの処理能力を向上させることで解決する方法であり、次の選択

肢がある。 

1) CPU追加とメモリーなどの装置追加により、処理能力の向上を図る。 

2) CS をハイスペック仕様 (CPU と大量メモリー) の新しいマシンの上にインストールし

処理能力を向上させる。 

 

案 2) CS とW&ISを別々のマシンの上にインストール 

 

案 3) 運用時間帯を調整する 

審査官の検索利用時間と、競合する準備作業時間との競合時間帯を調整し、マシンへの負

測定時刻 応答時間 測定時刻 応答時間

正午以前: 5分で検索結果が返らず
13:22 2分40秒 13:56 2分40秒
13:24 0分40秒 14:00 0分40秒
13:43 0分35秒 14:29 0分35秒
13:46 1分01秒 14:32 1分01秒
13:48 0分51秒 14:39 0分51秒
13:50 1分02秒 15:03 1分02秒
13:52 0分52秒 .
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荷を軽減する。 

例) 

• 試験官の運用時間 9～13時、準備作業者の運用時間 14～17時 

• 「定時前の数時間」「定時後の数時間」を審査官のために開放する 

• 土曜日と日曜日を審査官のために開放する 

 

案 4) アクション無しで時間の解決を待つこと。 

現在行っている準備作業は蓄積されたバックログの処理業務であるため、時間の経過とと

もに処理が完了し、いずれなくなる性格をもっている。従って、当面は特にアクションをと

らず、しばらく審査官に不便を受容してもらうことも一選択肢である。 

 

上記選択肢それぞれに必要な追加ハードウェア、ソフトウェアを次表に対比する。ただし、

商標の検索については現在開発中のオンライン検索を活用することが前提となっており、従

って、オンライン検索利用に移行した後の使用環境でここでの提案を再評価する必要がある。 

現時点（オンライン検索利用への移行前）では、新たにハードウェアを購入する（案 1-(2)

および案 2）ことはコストがかさむので、CPU およびメモリーを追加することで対応する

（案 1-(1) ）のが経費の上でも、審査官のストレスを軽減する上でも最も勧められる選択肢で

ある。 

 

 

 

案 No. Hardware Software Remarks

1 必要: CPU & メモリ追加 無 CPU & メモリーを追加
費用: 小
必要: 新規ハードウェア 無 別のハイスペックハード

(2) 費用: 高 ウェアの上に CSをインス
トール

2 必要 無 CS用または W&IS用に
費用: 中 別サーバーが必要

3 無 無 ・運用ルール / 労働条件
の変更

・時間外労働コストが必要

4 無 無 時間による解決

(1)
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